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【お申し込み・お問い合せ先】
徳島県中小企業団体中央会 連携推進課 （担当：三木）
〒770-8550 徳島市南末広町５番８－８号（徳島経済産業会館３階）　
電話（０８８）６５４－４４３１　ＦＡＸ（０８８）６２５－７０５９

14：00～16：10

主催　徳島県・徳島県中小企業団体中央会・とくしまＢＣＰ支援センター
共催　徳島大学環境防災研究センター

平成30年

ＢＣＰ（事業継続計画）
トップセミナー in 徳島
ＢＣＰ（事業継続計画）
トップセミナー in 徳島

100名定 員

ホテルサンシャイン徳島
３F「鳳凰の間」（徳島市南出来島町２－９）会 場

１１１２月
プログラム

13：30 受付開始

14：00 開　会
徳島県企業ＢＣＰ認定制度 認定証交付式
◎ 認定企業発表 ・ 認定証交付
◎ 認定企業挨拶

16：00 質疑応答

16：10 閉　会

14：40 ＢＣＰトップセミナー
テーマ

「私達の B C P」
剤盛堂薬品株式会社 代表取締役社長
髙橋 邦夫 氏講師

参加費
無料



F A X 申込書
※ 必要事項をご記入の上、FAXにて下記お申し込み先にお送りください。

この情報は本事業にのみ利用するものであり、他に利用することはありません。
お申込参加者が多数の場合は本紙をコピーしてご利用ください。

  お申し込み・お問い合せ先

徳島県中小企業団体中央会 （担当：連携推進課  三木）
お申し込みFAX番号  （088）625-7059 ／ お問い合せTEL番号  （088）654-4431

会社（団体）名 業  種

住  所

TEL〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕　FAX〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（ 所属：　　　　　　　　　　　　 役職：　　　　　　　　　　　）

（ 所属：　　　　　　　　　　　　 役職：　　　　　　　　　　　）

（ 所属：　　　　　　　　　　　　 役職：　　　　　　　　　　　）

参加者名

参加者名

参加者名

申込締切日

平成30年11 2 金

　今後30年間に70％から80%の確率で発生するといわれ
る「南海地震」は「東海・東南海地震」との連動も予想されて
おり、企業防災の観点からも、対応が急務となっております。
　また、近年では、各地で豪雨、台風等の自然災害が多発し
ており、防災・危機管理対策の必要性が改めて認識されて
きております。
　それら危機時の企業活動の中断を抑え、早期に重要業務
を回復するための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定の重要性に
着目し、本県においては、「徳島県企業ＢＣＰ認定制度」の実
施をはじめ、産学官連携のもと、県内企業の「ＢＣＰ」の策定
を通じた「企業防災」の取り組みを推進してきております。
　この度、「徳島県」、「徳島県中小企業団体中央会」及び「と
くしまＢＣＰ支援センター」では、「徳島大学環境防災研究セ
ンター」との共催により、県内企業の皆様の被害の抑制・軽
減による事業継続能力の向上を図ることを目的として、「ＢＣ
Ｐ（事業継続計画）トップセミナーｉｎ徳島」を開催いたします。
　本セミナーにおいては、今年度新たに「徳島県企業ＢＣＰ
認定制度」の認定を受けられた企業の皆様への「認定証交
付式」とあわせ、「剤盛堂薬品株式会社　代表取締役社長　
髙橋邦夫氏」をお招きし、新たな経営環境の変化にも対応
するための『ＢＣＰ』や『レジリエンス認証』による強靭化の取
り組みについてご講演いただきます。この貴重な機会に、ぜ
ひ多くの皆様のご参加をお待ちしております。

ＢＣＰ（事業継続計画）トップセミナー in 徳島

1975年
1979年
1990年

2015年

2018年

剤盛堂薬品株式会社　入社
　〃　代表取締役社長　就任～現在に至る
星薬科大学（漢方薬学概論）
非常勤講師　就任　～　2014年退任　
大阪薬科大学（東洋医学概論）
非常勤講師　就任　～　2018年退任
和歌山県製薬協会　会長 就任～現在に至る

セミナー講師略歴

「剤盛堂薬品株式会社」のＢＣＰへの取り組み 

髙橋 邦夫 氏 （剤盛堂薬品株式会社 代表取締役社長）

　阪神淡路大震災時の体験を教訓として、企業継続のための対
策が必要であると強く感じ、2003年には危機管理マニュアルを
作成。2017年8月にＢＣＰ策定。
　ＢＣＰ策定に向けて、経営陣がまずＢＣＰを理解する事に努め、社
内で瞬時における判断力や実行力、各場面での責任を持った決断
力等、人材育成を重ねている。同年11月、一般社団法人レジリエ
ンスジャパン推進協議会からレジリエンス認証取得。
　社員一人一人のモチベーションアップに伴う業務改善などへの
効果的な波及、関係先との連携機能強化など、事業継続（ＢＣ）に
取り組むことにより、さらに実践的なＢＣＰに向け一体になって積
極的に取り組んでいる。


